
１．はじめに 
1-1. 研究の背景と目的

熊本地震(2016)は県内各地で大きな被害をもたらした。
住宅や建物だけでなく、通学路をはじめとする生活全般

に影響を及ぼした。通学や買い物、通院などの生活交通

は生活再建において重要な要素であるにもかかわらず、

道路整備など都市基盤施設の状況に大きく左右されたり、

最も重きが置かれる住まいの再建より遅れがちである。 
一方、自主的に判断し行動することが難しい小学校低

学年の通学は課題が多く、保護者や教員をはじめ、地域

住民によるサポートが必須条件となる。さらに、日々状

況が著しく変わる被災地での通学支援は、情報共有と役

割分担を促す仕組みの体系化が必要である。 
そこで本研究では、震災によって既存体制が一度崩れ

たものの、既存の地域とのつながりを活かし新しい連携

体制に取り組んでいる益城町立益城中央小学校を対象に、

通学支援の実態について明らかにすることを目的とする。

具体的には通学支援の主体と場所の変遷プロセスについ 

 

て検討した上で、主体間で臨機応変に役割を交代するこ

とで、安全な通学路づくりを支える仕組みについて考察

を行う。 

1-2. 研究方法

まず、熊本地震によって最も大きい被害を受けた益城

町のうち、全壊が集中していた県道 28号線沿い(図 1)に
通学区域が位置する益城町立広安小学校（以下、広安小）、

益城町立広安西小学校（以下、広安西小）、益城町立益城

中央小学校（以下、中央小）の 3つの小学校を対象とす
る。学校へのヒアリング調査を通し、被害状況、生活状

況、通学状況、そして通学支援の実態を把握した。また

観察調査を通し、通学路の危険箇所、通学支援を把握し

た。 
そして、3 つの小学校通学区域の中でも被害が最も大
きく、道路や高架の破壊のため徒歩での通学が難しくな

っている中央小通学区域を対象に（図 4）、熊本地震後学
校が再開する 2016年 4月から現時点(2020年 3月)まで 
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の通学路と通学支援の実態について調査分析を行った。

徒歩通学が困難であったため、熊本地震後、スクールバ

スが運行した唯一のエリアであり、現在(2020 年 3 月)
まで運行中である。調査としては、アンケート調査、ヒ

アリング調査、観察調査を行う。ヒアリング調査では、

教頭先生、PTA役員、老人会、木山安全協会、福田安全
協会、益城役場を対象に行うことで、通学路としては通

学ルートと通学方法を、通学支援としては支援者と支援

場所を把握した(1)。 
論文構成としては、2 章で３つの小学校における被災

後の通学状況をまとめ、3 章で中央小における地域連携
型取り組みについてまとめ、4 章で中央小における通学
路と通学支援の実態についてまとめる。アンケート調査

のもと、保護者の意識について分析を行った後、各主体

へのヒアリング調査をもとに時期別の通学支援の状況と

背景にある仕組みについてまとめる。最後に、通学支援

における場所別の活動と主体別の活動を定量的に分析し

た上で、仕組みの評価を行う。 
 

 
図 1 益城町の家屋被災状況(2)と通学区域(3) 
 
1-3. 研究の位置づけ 
安全な通学路づくりに関する研究はコミュニティ、交

通、教育、健康、情報処理など多分野にわたり、多く行

われている。それらを大きく通学路に着目した論文、通

学支援の仕組み、復興まちづくりに着目した論文に分け

ることができる。 
まず、通学路に着目したものとしては、通学路の危険

度を着目したもの、通学路に対する利用者や保護者の危

険認知度に着目したものがある。出口寛子ら（2015）2)

は見通しなど通学路の特性が保護者の犯罪不安に与える

影響について考察をしている。また、見守り活動などの

ソフト対策による安心感が最も高いことも分かった。 吉
城秀治ら（2017）3)は小学生のアクティビティの発生傾

向とともに、歩行人数や歩道の幅員などその要因につい

て考察を行っている。 
2 つ目、通学支援の仕組みに着目したものとしては、
スクールバスなど通学手段、実態と仕組みのギャップ、

保護者や学校と地域の連携による支援などを取り上げた

ものがある。出田麻子ら（2017）4)は通学支援制度適用

小学校区を対象に地域別の通学手段の相違点について明

らかにしている。石附弘ら（2010）5)は厚木でのセーフ

コミュニティ事業に着目し、学校教員、保護者、自治会

と学校と地域の連携による通学支援の取り組みについて

考察している。連携体制でありながらも主な主体となる

学校教員の負担についても指摘されている。 
3つ目、震災後の通学路と支援策に関するものがある。
板谷幸歩ら（2014）6)は東日本大震災の被災地において、

通学区域外の仮設住宅などから元学校への就学が自由に

選択できる通学区域の特例による、通学など子どもの生

活への影響について明らかにしている。Hitomi 
Nakanishi ら（2016）7)は、被災による通学区域と住ま

いのずれによる通学問題と、学校と保護者による通学支

援について考察を行っている。藤田ら（2013）8)は、被

災者へのヒアリング調査をもとに、仮設住宅からの生活

交通について明らかにしている。また、榊愛ら（2018）
9)は熊本地震による通学路の被災状況について机上写真

調査とヒアリング調査を通しまとめている。ここでも教

職員やボランティアによって行われた通学時の見守り活

動が不安の軽減につながったとされる。 
本研究は、熊本地震の被災地における通学路及び通学

支援に着目する点、学校と地域の役割分担による通学支

援の仕組みに着目する点、ミクロな観点である点という

３つにより新規性がある。 
 
２．益城町小学校における被災後の通学の状況 

3 つの小学校の教員に対するヒアリング調査をもとに

まとめる。 

2-1. 広安小 

一部損壊も含め、自宅が損壊したのは児童の 50%にな
っていたのに対し、92%以上の児童が徒歩通学しつづけ
ていた（図 2）。 
通学路は危険箇所が多く、また安全性の確認が取れて

いなかったため、保護者や教員の付き添いによる集団登

校・集団下校が実施されていた。路線バスによる通学生

が慣れるまでバス停留所からの付き添いが行われていた。 
震災直後の通学支援は増加したものの、2017年には復
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旧が進んでおり、危険箇所も少なくなっていること、児

童も慣れたということで、震災以前の通学支援に戻って

いた。 
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図 2 広安小の状況(2016年 5月) 

 

2.2広安西小 

通学区域が広いため、震災前からスクールバスによる

通学が行われていた。震災後は、一部損壊を含め損壊が

児童の半分を超えていたのに対し、徒歩による通学者は

81.7%に至っていた（図 3）。 
少人数ではあるものの、路線バスの通学者に対しては、

乗降時の付き添いを教員が毎日行っている。路線バスに

よる通学率は 1.30％と少なく、下校時間の差によって一
人でバスに乗る場合が頻繁に起きた。そこで、路線バス

に対する通学支援は徹底するようになった。一方、学校

の教員によって通学路における不安箇所のマッピングと

通学支援が行われている。 
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図 3 広安西小の状況(2016年 5月) 

 
2.3 中央小 

通学区域が益城町の中でも被害が大きかったエリアに

あたり、94.1%の世帯が被災されていた（図 4）。児童の
通学方法も大きく変わった。震災前、ほとんどの児童が

徒歩通学だったのに対し、震災後は、68%が徒歩以外の

通学手段をつかっている（図 4）。27.90%の児童が自宅
以外の場所に住み替えており、新しい通学ルートが生ま

れたと考えられる。 
中央小の通学区域は大きく福田地区、木山地区、飯野

地区に分かれる（図 1）。福田地区では比較的に被害が少
なかったため、震災前と同様、徒歩で通うことができて

いた。しかし、木山地区では主な通学区間に位置する寺

迫交差点（図 6）の高架下が崩壊寸前で、通ることがで
きなくなっており、ほとんどの児童が徒歩での通学が困

難であった。そこで、中央小ではスクールバスを主な通

学手段とした。2018年は生活再建に伴い、遠方の仮設住
宅から通学区域内に戻ってきた児童が増えており、2016
年よりもスクールバスの利用者が増えている（図 4-5）。 
木山地区内の 2箇所にスクールバス乗り場が設けられ、
登校時にはそれぞれ 2回ずつ運行している（図 6）。震災
前は主な通路ルートであった高架下をはじめ、徒歩通学

者が多く通る交差点沿いで通学支援が行われたのに対し、

震災後はスクールバス乗り場の周辺に移っていった。 
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図 4 中央小の状況(2016年 5月) 

自宅 みなし仮設
78.95% 9.21%

仮設
11.84%

生活状況（N児童数＝456）

徒歩
31.14%

スクールバス
36.62%

路線バス
9.21%

送迎
23.03%

通学状況（N児童数＝456）

 

図 5 中央小の状況(2018年 1月) 

 

３．中央小における地域連携型の取り組み 

3.1 概要 

中央小では地域住民や保護者の学校運営に対する理解

を深め、積極的に参画してもらうため、2008年より地域
と連携体制をつくってきた。2008-2010年度に学校支援
地域本部事業を実施し、2011年度からは「地域教育コー
ディネーターの育成活用事業」の一環として、学校と地

域をつなぐコーディネーターを学内に配置した。
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2012-2013 年度は「地域と共に創る熊本版コミュニテ
ィ・スクール推進事業」の指定を受け、通学区域を範囲

として地域との連携体制をつくった(4)。 
 

3.2 コミュニティ・スクール 

コミュニティ・スクールは学校運営協議会（以下、協

議会）と学校応援団（以下、応援団）によって構成され

る。学校運営協議会は、学校と地域の課題やビジョンの

共有・議論・決定する場になっており、学習はもちろん、

通学など児童の生活全般にわたる案件があがる。PTAと
小学校の教員をはじめ、老人会、区長、民生児童委員、

そして応援団のボランティアの代表 4名がメンバーに含
まれている。一方、学校応援団は、協議会で議論された

上で必要な案件を実行する場である。保護者だけでなく

地域住民がかかわっており、児童の生活全般を支援する

ボランティアと彼らとやりとりを行うコーディネーター

によって構成される。 
協議会は年 5-6回開催され、そのうち、一回は研修会
が実施される。応援団のボランティアの集いは年 1回開
催されている。協議会とボランティアのメンバーが重な

っている。中央小のコミュニティ・スクールは、課題の

議論と現場での実践がセットとなっていることが特徴と

言える。特に震災後、安全な通学路づくりが大きなテー

マになっていたため、毎年教員と役員による事前調査と

新しい通学路の案づくりのもと、協議会で何度も議論さ

れている。通学支援に関しても、主な担当エリアの分け

など、役割分担の場としても機能している。 
学校支援ボランティアの活動としては、大きく主に(1)
傾聴、習字、米作りなどの学習支援、(2)花植え、野菜植
えなど環境づくりの支援、(3)歯磨きなど児童の健康を図
る生活の支援、(4)通学支援や昔遊びなど放課後の支援に
分けられる(5)。(1)-(3)は、小学校内で、(4)は通学路や公
民館(6)など地域で実施されている。 
このようなコミュニティ・スクールの体制は、震災直

後、中央小が臨時避難所になった時も活かされた。応援

団のボランティアたちは避難所の運営にも直接かかわり、

花壇をつくる環境改善など、問題発見と実行を行った。

地震後に実施された通学路の危険マップづくりにも、コ

ミュニティ・スクールのボランティアたちがかかわった。

このような中央小での取り組みは対外的にも認められ、

2018年度「地域学校協働活動」に表彰された。 
 
４．中央小における通学路と通学支援 

4.1概要 

震災後の中央小への通学方法は、徒歩、スクールバス、

路線バス、送迎の 4 つに分かれる。通学支援としては、
見守り、旗振り、付き添いがある。通学支援者としては、

大きく教員や保護者など学校側、老人会、安全協会、コ

ミュニティ・スクールのボランティア、仮設団体のボラ

ンティア団体など地域側、県・町の職員など行政側に分

けられる。 
まずアンケート調査では、2018 年 1 月に保護者向け
に実施し、保護者の通学支援に対する意識を把握した(回
答数N=17)。通学に関する悩みと通学に対する解決方法
について自由記述式で回答してもらった。 
一方、通学支援の場所と支援者に関しては、マッピン

グし、分析を行った（図 6-12）。毎日行われている場合
のみ取り扱う。震災前から震災後を 6つの時期に分けて、
時期別に通学支援の場所と主体を把握した。同時に、通

学支援の仕組みとして、コミュニティ・スクールの体制

に基づいた地域との連携体制についてまとめた。 
これらをもとに、震災前と震災後の通学支援が行われ

た場所を比較した。また、通学支援者の人数を単位とし

て、主体別の活動量と総活動量を取り出すことで(7)、通

学支援における時期別の全体像を見える化した。 
 
4.2中央小の保護者向けのアンケート調査の結果 

アンケート調査の結果、児童の通学に対する悩みとし

て、道路整備や空き家が多いため道が危ないこと、バス

や送迎での通学が長引いており、児童の運動量が減って

いることが挙がった。他には送迎の負担と、それに伴う

時間的負担が挙がった。 
通学問題に対する対策（選択肢）としては、76%の保

護者が道路や橋の修繕工事を早期に行うことを望んでい

た。半面、対策として通学支援を挙げたのは 6%しかな
く、保護者たちにおいて通学支援に対する意識が高いと

は言えない。 
 

4.3 通学支援の変遷プロセス  

(1) 震災前（図 6） 

既にコミュニティ・スクールの協議会での議論のもと、

老人会とボランティアなどによって通学支援が体系的に

行われていた。ほとんどの児童が徒歩で通学しており、

見守りや旗振りは車の通りが多く危険な交差点や横断歩

道、道が暗い場所、かつて事故があった地点で行われて

いた。 
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教員は横断歩道での旗振りを行っていた。道路が広く

車の通りが多い木山交差点や寺迫交差点では木山安全協

会や老人会によって輪番で見守り活動が行われていた。

下校時は老人会が主に通学支援を行っていた。一方、コ

ミュニティ・スクールのボランティアによる支援も行わ

れていた。 
協議会のメンバーでない安全協会には教員が個別に連

絡しあうことで、情報共有が行われていた。PTAは月 1
回ずつ通学支援を実施していた。 
(2) 1期（2016年 5月）の通学支援（図 7）  

震災により通学方法、通学支援者の状況が大幅に変わ

り、通学支援の仕組みも大きく変わる。何より、協議会

は開催できず、動いていない状況であった。教員による

募集ポスターの掲示、メールや地域 SNS での発信を通
した保護者と地域住民への呼びかけ、そして応援団のコ

ーディネーターによるコミュニティ・スクールのボラン

ティアへの個別の呼びかけによって通学支援者が少し集

まった。一部の保護者と安全協会への呼びかけはなかっ

たものの、自らの動きが生まれた時期でもある。 
学校再開ととともに、下田商店前と旧役場でのスクー

ルバス停留所まで各児童の保護者による付き添いが行わ

れていた。木山安全協会もスクールバス停留所の周辺で

見守り活動を行っていた。半面、老人会は通学支援を中

断していた。遠方の仮設住宅への移転、被災による病気

や体調不良などがその原因として考えられる。教員の場

合、震災前から行っていた通学支援だけでなく、学校周

辺の送迎時の見守り活動も行っており、教員の負担が増

えていたことが分かる。一方、コミュニティ・スクール

のボランティアによる支援は震災後も行われていた。 
(3) 2期（2016年 6-7月）の通学支援（図 8） 

益城町最大規模のテクノ仮設団地がつくられ、仮バス

路線の運行に伴いバスによる通学者が出てくる。仮設団

地のバス乗り場までの保護者による付き添いが行われて

いた。通学区域内に住む保護者によるスクールバス停留

所での見守り活動は呼びかけによって交代制に変わった

ものの、人数は 1名減っていた。子どもが慣れてきたこ
とが理由として考えられる。一方、学校周辺では県の職

員も見守り活動に加わった。 
(4) 3期（2016年 9-3月）の通学支援（図 9） 

震災により、止まっていた PTAの体制が再構成され、
特に優先順位の高かった通学支援に関しては、担当の生

活指導部のメンバーを増やした上で、当番制で実施され

るようになった。PTAによって、スクールバス停留所で

の見守り活動が行われていた。 
下校時は教員がスクールバスに乗車する付き添いも

行われるようになった。路線バスでの通学に対しては仮

設団地の支援団体「キャンナス」による学校までの付き

添いも始まった。唯一、コミュニティ・スクールのボラ

ンティアによる見守り活動がなかった時期である。 
(5) 4期（2017年 4月-）の通学支援（図 10）  

震災後、はじめて協議会が再起動し、対面式協議会が

実施された時期である。協議会では、新しい危険場所の

発見、通学路の変更案、通学支援が必要とされる場所な

どが検討されており、本格的な通学支援の体制が復活し

たと言える。PTAも本格的に協議会とボランティアとし
てかかわった時期であり、震災前と比べると、大きな変

化だと言える。 
教員による路線バス停前での通学支援は、震災前から

震災後にわたり継続的に行われている。下校時のスクー

ルバスへの付き添いは月 1回に減った。PTA（生活指導
部）による見守り活動は小学校周辺に移っていた。 
一方、1-2 期にわたり、信号のないセブンイレブン付
近の横断歩道で旗振りをしていたコミュニティ・スクー

ルのボランティアは、信号設置を機にスクールバス乗り

場周辺の信号のない横断歩道に移っていた。  
(6) 5期（2019年 4月-）の通学支援（図 11） 
協議会では、道路整備の状況、通学児童の変化に伴い、

4 期の 2017 年度以来、毎年 1 回は通学路と通学支援の
再確認が行われている。 
 
表 1 通学支援の変遷プロセス(8) 

５期
(2019.4-)

東門 ― 教 教 教 教 P

西門 ― 教 教・職 教 P （P）

中学校南 ― ― ― ― （教） 教

路線バス停前 教 教 教 教・キ 教・P 教

木山交差点 老・木 木 木 木 木 ―

木山城跡 コ ― ― ― ― ―

寺迫交差点　トンネル 老・木 ― ― ― ― ―

寺迫交差点　橋の上 木 ― ― ― 木 ―

セブンイレブン近辺 教 教・コ 教・コ 教 （教） P

吉本商店の信号 保・職・木 保・木 木 木 木 ―

迫田商店 老・木 ― ― ― ― ―

下田商店バス停留所 ― 保・木 保・木 P・木 コ コ・木

旧益城役場バス停留所 ― 保・木 保・木 P・木 教･木・(職) 教･コ

畑中・田中 教・（福） 教 教 教 （教） （P）

福田郵便局 （職） ― ― ― （職） 老

学
校

周
辺

福
田

エ
リア

通学支援の場所

旧
役
場

エ
リ
ア

木
山
城

エ
リ
ア

震災前
(-2016.3)

１期
(2016.5-)

２期
(2016.6-7)

３期
(2016.9-2017.3)

４期
(2017.4-)

 

毎日：〇 教：教員 老：老人会、その他 キ：キャンナス
時々：（〇） 保：保護者 木：木山安全協会 職：県・町の職員

P：PTA（生活指導部）福：福原安全協会 コ：ボランティア  
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図 6 震災前の通学支援 

 
図 7 1期の通学支援マップ 

 
図 8 2期の通学支援マップ 

 
図 9 3期の通学支援マップ  

 

図 10 4期の通学支援マップ  

 

図 11 5期の通学支援マップ 

 
図 12 通学路と支援場所の変遷 

 
教員やコミュニティ・スクールのボランティアによる

活動は引き続き、行われている。木山安全協会による活

動は激減している。一方、区長による見守りがはじめて

見られた(8)。生活再建とともに協議会での情報共有があ

ったからこそ、通学支援につながったと考えられる。 
(7) 場所別の活動（図 12） 
 震災前と震災後の場所別の変遷を見る。震災前は徒歩

による通学路の中で、車通りがもっとも多い交差点で通

学支援が主に行われていた。それに対し震災後は、スク
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ールバスの乗り場と送迎車の送迎が急増していた学校の

入り口で通学支援だけでなく、既存の交差点、信号のな

い裏道、テクノ仮設団地から付き添いなど、通学場所の

数も増えており、面的広がりが見られていた。通学方法

が徒歩だけでなく、スクールバス、送迎と増えたこと、

仮設への住み替えによって通学路が広がったことで、支

援場所も広がったと考えられる。 
 
4-4. 主体別の活動（図 13-14） 

主体別の活動量と総活動量について見る。通学支援者

の人数を単位としており、震災前から震災後までの時期

別の活動に対する全体像を読み取ることができる。 
まず、震災直後である 1-2期までをみると、震災前ま

で見守りをしていた老人会はいなくなり、安全協会は人

数が減った。その代わり、教員と保護者、コミュニティ・

スクールのボランティアという学校と接点が多かった主

体による活動が見え始めた。その結果、総活動量は震災

前と比べても一定以上維持されていた。 
3 期からは、被災地支援のボランティア団体はもちろ
ん、PTAが本格的に動き出すものの、県・町の職員、教
員が減ったことで、総活動量は減っていく。 
一方、5 期には区長による通学支援が新しくはじまっ
たものの、震災前と比べ、総活動量は半分に減少してい

たことが分かる（図 14）。老人会による支援体制が回復
していないことが大きな理由として考えられる。 
以上のように、遠方の仮設への住み替え、体力の低下

など被災による個別の状況に応じて、通学支援ができな

くなった主体がいた。その代わり、呼びかけと自発的な

参加によって通学支援の主体が新しく入れ替わっていた

ことが分かった。 
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震震災災前前 11期期 22期期 33期期 44期期 55期期

教教員員 ココミミュュニニテティィススククーールル 保保護護者者 PPTTAA 県県・・町町のの職職員員 老老人人会会 木木山山安安全全協協会会  
図 13 主体別にみる活動量の変化 
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図 14 通学支援の総活動量の変化 

 

５．総括  

5-1. まとめ：本文の要約 

(1) 通学方法 

広安小と広安西小の場合、被災者は半分以上いたもの

の、通学方法は震災前と比べ変化がほとんどなかった。

それに対し、中央小の場合、震災前にいなかったスクー

ルバスや路線バス、送迎車の利用者が急増しており、通

学方法が著しく変わっていたことが分かった。 
(2) 通学支援の場所  

震災前、主な交差点を中心に行われていた通学支援の

場所が、震災後はスクールバスの乗り場、学校の入り口、

信号のない裏道、仮設団地など新しく変わっていた。地

図上で見ると、市街地の特定場所から学校周辺や仮設団

地へと広がっていることが分かった。住み替え、道路工

事の整備の状況などによって、通学路が変わり、それに

合わせて、支援場所も臨機応変に変わっていたのである。  
(3) 通学支援の主体 

教員だけでなく、コミュニティ・スクールのボランテ

ィア、保護者（PTA 含む）、安全協会などの地域団体、
被災地支援のボランティア団体まで様々な主体によって

支えられていることが分かった。また、生活再建が遅れ

た老人会や安全協会は震災前と比べ減ったのに対し、学

校とつながりをもっていた保護者とボランティアは徐々

に増えていた。被災状況など個別の状況に応じて、支援

者の入れ替わりがあったことが分かった。 
 
5-2. 考察：小学校を拠点とした地域との連携体制 

震災前では、コミュニティ・スクールの学校運営協議

会での情報共有と議論のもと、地域の老人会と安全協会

が実働部隊として見守り活動を行うという通学支援の体

制が整っていた。しかし、震災により、児童はもちろん、
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通学支援を支えていた既存組織や人たちが被災すること

によって、既存体制は動かなくなっていた。 
そこで、コミュニティ・スクールの体制で培った経験

とつながりを活かし、初期段階（1-3 期）では教員によ
る呼びかけと情報共有のもと、教員をはじめ、新しいメ

ンバーとして保護者とボランティアが自ら動いていた。

安定期（4期-）では、PTAも含め新しく再構成された協
議会と応援団のもと、議論と実践が行われるようになっ

た。その結果、中央小での通学支援は、被災状況と通学

路の状況に応じて、主体と場所が臨機応変に交代しなが

らも継続しており、被災地での安全な通学路づくりを支

える通学支援の仕組みとして動いたと言える。 
しかし、通学の見守りだけでなく、ボランティアへの

呼びかけ、通学ルートの確認など、マルチで働いている

教員の負担は未だに課題と考えられる。震災復旧として

道路や河川敷など都市基盤施設の整備は未だに進行中で

あり、スクールバスによる通学は続き、徒歩の通学路は

頻繁に変わり続けている。さらに、2020 年 1 月に発生
した新型コロナウイルスの影響で、登校時間の変動、ス

クールバス乗車時のアルコール消毒、付き添いなど、教

員の負担がさらに増えている。 
地震とコロナ禍という二重災害を乗り越えるためには、

震災前の主な通学支援者であった老人会や安全協会も含

め、多主体間の積極的な情報交換と役割分担を通し、地

域全体としての総括的な支援がより必要とされる。 
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注 

 
(1) ヒアリング調査の対象は計 17名である。調査期間は 2018年 5
月から 2020年 3月の間である。 
中央小 4名 木山安全協会 1名 
ボランティア 1名 福原安全協会 1名 
PTA 1名 御船町警察署 1名 
益城町役場学校教育課 3名 仮設団地の支援団体

「キャンナス」 
1名 

老人会 4名 - 
 
(2)  背景は参考文献 1)より抜粋し、著者が加工した。 

(3) 青い点線が中央小の通学区域である。 
(4) 中央小の教頭先生へのヒアリング内容、そして参考文献 8), 9)を
参照。 
(5) 参考文献 10),11),12)を参照。 
(6) 震災後、しばらくは公民館での実施はできず、学内で実施された。 
(7) 毎日通学支援を行っている人の数をカウントした。 
(8) 正確には区長になるが、分析上、老人会に含む。 
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